40　議員４０　　
平成１６年度

(1) 調査研究費　  1,002,878円　

イ　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費　１２件
	840,000
	

	その他旅費
	162,878
	


ウ　調査結果

いずれも詳細不明であり、本件監査基準により、120,000円を限度に適正と認めるが、その余の882,878円は目的外支出である。

　(2)　広報費  295,146円

ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	資料印刷代　４件
	39,750
	

	広報誌発行経費　２件
	174,636
	折込代

	名刺代
	12,000
	

	広報誌発行経費
	53,760
	広報紙印刷代

	〃　
	15,000
	送料


ウ　調査結果
名刺代12,000円は目的外支出である。その余の部分（283,146）も資料等に基づく具体的な説明がなされておらず、適正な支出は1/2の按分額である141,573円にとどまると考えられ、その余の141,573円は目的外支出である。

したがって、合計153,573円が目的外支出である。

　(3)　事務所費  624,622円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費
	532,477
	

	事務所浄化槽清掃費
	30,290
	

	ＦＡＸリース料
	61,855
	


　

ウ　調査結果

事務所は、後援会事務所などとの兼用であり、1/2の按分によるべきである。光熱水費532,477円は、266,239円は適正であるが、その余の266,238円は目的外支出である。事務所浄化槽清掃費30,290円は、15,145円は適正であるが、その余の15,145円は目的外支出である。ＦＡＸリース料61,855円も同様であり、資料によれば、総額は63,000円と考えられるところ、31,500円は適正であるが、その余の30,355円は目的外支出である。

したがって、合計311,738円が目的外支出である。
　(4)　事務費  614,405円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	55,970
	

	事務用品・消耗品・備品等
	498,580
	

	車修理代
	59,855
	


ウ　調査結果

通信費55,970円は、金額等に照らし、適正と認める。事務用品・消耗品・備品等498,580円は、本件監査基準に照らし、120,000円を限度に適正と認めるが、その余の部分378,580円は目的外支出である。車修理代59,855円は、使途基準に合致せず、目的外支出である。

したがって、合計438,435円が目的外支出である。

　(5)　人件費  1,920,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	960,000
	

	〃イ
	960,000
	


ウ　調査結果

　　別団体に職員２名がおり、後援会活動に従事しているとの説明であるが、上記２名は親族に類するものではあるが、アについては夫の給与所得者の配偶者特別控除申告書に960,000円が記載されていること、イは遠縁の者であり、同居人ではないことから支出を否定するまでには至らない。
(6) 小括

調査研究費のうち882,878円、広報費のうち153,573円、事務所費のうち311,738円、事務費のうち438,435円の合計1,786,624円が目的外支出である。
平成１７年度

　(1)　調査研究費   1,285,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費　１３件
	1,285,000
	


ウ　調査結果

資料に基づき、具体的かつ合理的な説明がなされておらず、本件監査基準に照らし、120,000円を限度に適正と認めるが、その余の1,165,000円は目的外支出である。

　(2)　広報費   154,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	147,000
	

	資料印刷代
	7,000
	


　　ウ　調査結果

資料等に基づく合理的な説明がなされず、1/2を超える77,000円は目的外支出である。

　(3)　事務所費   134,516円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱水費
	114,516
	

	事務所浄化槽清掃費
	20,000
	


　ウ　調査結果

光熱水費114,516円は、平成１６年度と同様、1/2の按分によるべきであり、57,258円は適正であるが、その余の57,258円は目的外支出である。　　　　　　　　　　
事務所浄化槽清掃費20,000円は、1/2の按分をすべきであり、10,000円は適正であるが、その余の10,000円は目的外支出である。

したがって、合計67,258円が目的外支出である。
　(4)　事務費   894,337円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費等
	65,703
	

	リース料
	63,000
	ＦＡＸ

	事務用品・消耗品・備品等
	499,465
	

	車検代　２件
	207,074
	

	光熱費　
	59,095
	


ウ　調査結果

通信費65,703円は、金額等に照らし、適正と認める。リース料63,000円は、1/2の按分によるべきであり、31,500円は適正であるが、31,500円は目的外支出である。事務用品・消耗品・備品等499,465円は、本件監査基準に照らし、120,000円を限度に適正と認めるが、その余の部分379,465円は目的外衣支出である。車検代207,074円は、使途基準に合致せず、目的外支出である。光熱費59,095円は、1/2の按分によるべきであり、29,548円は適切であるが、その余の29,547円は目的外支出である。

　　　　したがって、合計647,586円が目的外支出となる。

　(5)　人件費   1,920,000円

ア　請求人の主張

　　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	960,000
	

	〃イ
	960,000
	


ウ　調査結果

　　平成１６年度と同様、不適切とまではいえない。

(6) 小括

調査研究費のうち1,165,000円、広報費のうち77,000円、事務所費のうち67,258円、事務費のうち647,586円の合計1,956,844円が目的外支出である。

41　議員４１

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	2,640,000
	会派活動推進のために議員団に拠出


ウ　調査結果

　　　　議員の調査研究費は議員が行う府の事務及び行財政に関する調査研究並びに調査委託に要する経費を実費弁償するものであり、会派活動推進のために議員団に拠出するべきものではない。実質は会派の人件費と認められ、本件監査基準により1/2を超える1,320,000円は目的外支出である。

　

(2)　広報費　　655,850円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行費
	504,550
	府会報告発行費

	　　〃
	147,000
	府会報告折込料

	　　〃
	2,300
	ビデオ

	　　〃
	2,000
	会場費



ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認める。

　(3)　事務所費　620,943円  

　ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　H16.4～H17.3
	600,000
	

	ガス代
	20,943
	


ウ　調査結果

　　ｲ． 事務所は日本共産党○○地区委員会から賃料月額50,000円で１階の1/２を賃借しており、契約書もあり、賃料の支払いも毎月認められるので適切な支出と認められる。

　　ﾛ．　ガスも議員個人名義となっており適正な支出と認められる。 　　

　(4)　事務費　　783,825円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費（議員の調査活動のためのタクシー代等）
	144,830
	

	事務用品費
	223,684
	

	通信費（電話代12ヵ月分）
	113,309
	

	通信費（切手等）
	7,030
	

	消耗品費（写真現像代）
	13,335
	

	事務機器代（ホームページ、保守料、リニューアル等）
	281,637
	


ウ　調査結果

　　　ｲ．　交通費144,830円は詳細不明であるので、120,000円を超える24,830円は目的外支出である。

ﾛ．　その他は適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,060,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	給与
	1,060,000
	


ウ　調査結果

雇用契約書、源泉徴収票もあり、適正な支出と認める。

　(6)　小括

　　　　調査研究費のうち1,320,000円、事務費のうち24,830円の合計1,344,830円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費　2,640,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査委託費
	2,640,000
	会派活動推進のために議員団に拠出


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様の理由により1,320,000円が目的外支出である。

　(2)　広報費　　797,235円

　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	406,350
	府会報告印刷費

	　　〃
	269,325
	　　〃　　折込料

	　　〃
	121,560
	　　〃　　発送料、ホームページ更新等


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認める。

　(3)　事務所費　630,557円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料（12ヶ月分）
	600,000
	

	ガス代（12ヶ月分）
	30,557
	


ウ　調査結果

いずれも適正な支出である。

(4)　事務費　651,518円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費（議員の調査活動のためのタクシー代等）
	105,250
	

	事務用品費（用紙、インク、印刷機、保守料等）
	442,520
	

	通信費（電話代　12ヶ月分）
	102,778
	

	通信費（切手等）
	970
	


ウ　調査結果

　　 ｲ．　交通費105,250円は詳細不明であるが、120,000円の範囲内であるので適正な支出と認める。

　　 ﾛ． その余はいずれも適正と認める。

　(5)　人件費　1,060,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	給料
	1,060,000
	


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様適正な支出と認める。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち1,320,000円が目的外支出である。

42　議員４２
　平成１6年度

　(1)　調査研究費　2,643,470円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費・調査委託費
	2,640,000
	

	交通費
	3,470
	電車代・駐車代


ウ　調査結果

　　　　調査委託費2,640,000円は、本件監査基準に照らし1/2の限度で適正と認め、これを超える1,320,000円は目的外支出と認める。交通費の支出は適正と認める。

　(2)　広報費　701,550円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政ニュース印刷代
	145,200
	

	報告書印刷代
	278,100
	

	ホームページ作成料
	278,250
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌として、府政ニュースを週1回のペースで発行している。B4版両面印刷で1万部。配布は駅頭や街頭で配ったり、全戸配布している。支出はすべて適正と認められる。

　(3)　事務所費　1,360,799円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃料
	1,260,000
	

	光熱費
	100,799
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は民間の賃貸で、後援会活動はしていない。契約書及び領収書があり、適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　626,627円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料(コピー)等
	243,760
	

	電車・バス・タクシー・駐車代
	37,450
	

	ガソリン代
	100,524
	

	名刺代
	6,300
	

	コピー用紙
	25,289
	

	その他
	250,748
	


ウ　調査結果

　　　　リース料等243,760円は適正な支出である。名刺代6,300円は目的外支出と認められる。ガソリン代は本件監査基準に照らし1/4を超える75,393円を目的外支出と認める。その他250,748円は、本件監査基準に照らし、年間12万円の限度で適正と認め、それを超える130,748円を目的外支出とする。

　(5)　人件費　390,000円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	390,000
	　


ウ　調査結果

　　事務員は一人で、その給与である。当初は定額にしていたが、途中から時給に変え、政務調査の事務だけをしてもらっている。支出は適正であると認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、1,320,000円、事務費のうち、212,441円の合計1,532,441円が目的外支出である。

　平成１7年度

　(1)　調査研究費　2,644,970円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費・調査委託費
	2,640,000
	

	交通費
	4,970
	電車代・駐車代


ウ　調査結果

　　　　調査委託費は前年度と同じ理由により、1,320,000円が目的外支出であると認められる。交通費は、報告会の移動や駅頭間の移動の費用で適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　497,280円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電車代
	13,520
	

	印刷代
	474,400
	

	その他
	9,360
	


ウ　調査結果

　　　　広報活動は前年と変わらず、全額適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,376,835円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃料
	1,260,000
	

	光熱費
	116,835
	


ウ　調査結果

　　　　事務所も前年と変化なく、支出は適正と認められる。

　(4)　事務費　759,552円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料(コピー)等
	280,918
	

	ガソリン代
	103,883
	

	名刺代
	6,300
	

	その他
	368,451
	


ウ　調査結果

　　　　リース料等280,918円 は適正な支出である。名刺代6,300円は目的外支出と認められる。ガソリン代は、1/4を超える77,912円を目的外支出と認める。その他368,451円は、本件監査基準に照らし、年間12万円の限度で適正と認め、それを超える248,451円を目的外支出と認める。

　(5)　人件費　496,800円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	496,800
	　


ウ　調査結果

　　前年度と変化なく、支出は適正であると認める。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、1,320,000円、事務費のうち、332,663円の合計1,652,663円が目的外支出である。

43　議員４３

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　40,638円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査旅費
	40,638
	タクシー代、３２件


ウ　調査結果

　　　　詳細不明であるが、本件基準により、１２万円の範囲内であり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費  406,955円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべき、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　５／１８
	72,177
	府議団だより折込代（記載誤り）

	　　〃　２／７
	73,353
	　　〃　　（〃）

	　　〃　２／２８
	61,425
	　　〃　　印刷代

	　　〃　３／３１
	200,000
	広報紙印刷及び郵送代


ウ　調査結果

　　　　帳簿によると広報費は全て1/2で按分されており、府議団だよりも含め、いずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費  476,287円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	228,000
	　

	賃貸料（記載誤り）
	114,000
	　

	光熱水費（１２ヶ月分）
	134,287
	　


ウ　調査結果

　　　　帳簿によると事務所費は全て1/2で按分されていて、適正な支出と認められる。

　(4)　事務費  987,817円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代、ファックス代）
	138,849
	　

	事務用品（コピー機保守、用紙他）購入代
	187,192
	　

	ホームページ用ＰＣ関連経費
	201,390
	　

	　　〃
	43,218
	　

	　　〃
	10,320
	　


	事務用品（ＰＣ関連部品等）購入代　１３件
	260,720
	　

	　　〃　　（文具等）　　〃　　５件
	15,316
	　

	振込料
	11,445
	　

	自動車税
	66,500
	　

	自動車定期検査料
	52,867
	　


ウ　調査結果

　　　　本件基準に照らし、自動車税及び定期検査料119,367円は目的外支出である。その余は適正な支出であると認められる。

　(5)　人件費   3,934,362円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	（政務調査活動専従）
	1,200,000
	　

	（政務調査活動・後援会活動）
	1,240,000
	　

	（　　〃　　）
	840,000
	　

	　（　　〃　　）
	600,000
	　

	同上・定期代（　　〃　　）
	194,100
	　

	　　　　労働保険事業主負担
	27,900
	　

	　　　　源泉所得税県市民税
	-133,400
	　

	　　　　労働保険（記載もれ）
	-34,238
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員3名を雇用し、源泉徴収票も提出され、按分されており、いずれも適正な支出と認められる。　　

（６）小括

　　事務費のうち119,367円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費   486,460円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	240,000
	中国上海市、杭州市訪問旅費

	　　〃
	86,460
	タクシー代　６１件

	　　〃
	160,000
	キャンセル料（記載誤り）


ウ　調査結果

　　　ｲ.　上海、杭州は○○親善議員連盟の旅費であるが、日程表をみると、表敬訪問、外灘、市内観光、紹興観光となっていて、観光親善目的と認められ、240,000円全額が目的外支出である。

　　　ﾛ.　タクシー代86,460円は本件基準の範囲内で適正な支出である。

　　　ﾊ.　キャンセル料160,000円はアメリカ視察予定を衆議院議員選挙が始まったためキャンセルしたものであり、やむをえない事情とはいえず、政務調査費で支出することは許されない。

　(2)　広報費   1,300,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費　４／２６
	200,000
	広報紙印刷及び郵送代（１６年度分差額計上）

	　　〃　８／１１
	400,000
	　　〃　　

	　　〃　３／３１
	400,000
	　　〃　　

	　　〃　４／２６
	300,000
	府議団だより掲載料（記載誤り）


ウ　調査結果

　　　いずれも按分されており、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費   548,740円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	228,000
	　

	光熱水費
	134,992
	　

	自動車税
	73,100
	　

	定期検査費
	112,648
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　賃貸料、光熱水費は1/2に按分されており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　本件基準により、自動車経費185,748円は全額目的外支出である。

　(4)　事務費   448,781円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代、ファックス代１２ヶ月分）
	117,647
	　

	事務用品（ＰＣ関連機器）購入代　１６年分
	121,584
	　

	事務用品（ＰＣ関連機器）購入代　１７年分
	165,542
	　

	事務用品（文具等）購入代　１１件
	33,298
	　

	振込料　１２件
	10,710
	　


ウ　調査結果

　　　　通信費は1/2で按分されており、その余も金額に照らし、いずれも適正な支出と認められる。

　(5)　人件費   3,601,782円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	（政務調査活動専従）
	600,000
	　

	（政務調査活動・後援会活動）
	1,240,000
	　

	（　　〃　　）
	840,000
	　

	　（　　〃　　）
	600,000
	　

	同上・定期代（　　〃　　）
	194,100
	　

	　　　　労働保険事業主負担
	30,380
	　

	　　　　源泉所得税県市民税
	131,750
	　

	　　　　労働保険（記載もれ）    
	-34,448
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様適正な支出と認められる。

（６）小括

調査研究費のうち400,000円、事務所費のうち185,748円の合計585,748円が目的外支出である。

44　議員４４
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　13,880円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	13,880
	東京都視察、交通費


ウ　調査結果

　　　　防災、治安を中心に都庁に視察に行き、国会議員とも意見交換したもので、按分もされていて適切な支出と認められる。

　(2)　広報費　367,350円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	217,350
	議員４４新聞（府政）印刷代

	広報費
	122,000
	配布

	　〃
	28,000
	郵送料


ウ　調査結果

　　　　府政報告用の広報紙を年３回出しており、会派名も入れているため、配布料と共に1/2に按分している。郵送料も含め、適正な支出と認められる。

　

(3)　事務所費　1,832,973円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	552,600
	

	光熱水費
	82,200
	

	事務所運営費
	11,025
	

	　〃　（自動車維持）
	649,018
	

	　〃　（臨時雇用他）
	258,130
	

	　〃　（その他会費）
	280,000
	


ウ　調査結果

　　　ｲ．　 事務所は駐車場代込みで月額92,000円で賃借しており、1/2に按分されていて適正な支出である。

　　　ﾛ．　 事務所運営費は１０月と１２月のゴミ処理代金であり、1/2に按分されていて適正な支出と認められる。

ﾊ．　 自動車維持費649,018円以下は按分されておらず、維持費は修理代、保険代、車検代、ガソリン代であると認められ、資料から修理代等は454,012円と認められ、全額目的外支出である。その余の195,006円はガソリン代として、その1/4である48,752円を超える146,254円は目的外支出である。

ﾆ．　 臨時雇用他258,130円についてはこれを認めるに足りる資料がない。

ﾎ．　 その他会費280,000円は南大阪政経フォーラムで年120,000円、阪南地区協会で10,000円は認めるが、その余の150,000円は目的外支出である。

　(4)　事務費　　790,963円　

ア　請求人の主張

　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料等
	261,644
	

	通信費（電話代、ファックス代、レタックス代、12ヶ月分）
	285,900
	

	消耗品、お茶代　会費他
	243,419
	


ウ　調査結果

ｲ． 　リース料、印刷代、切手代、印刷費はいずれも1/2に按分されていて適正な支出と認められる。

ﾛ．　 通信費は1/2に按分されているが、資料から少なくともレタックス代23,528円の支出が認められるから、レタックス代の1/2の11,764円は目的外支出である。

ﾊ．　 消耗品の中には名刺代が少なくとも26,650円入っていることが認められるから、その1/2の12,825円は目的外支出である。 

　

(5)　人件費　　2,180,306円

ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	秘書（政務調査を主に活動）
	1,000,000
	

	事務員（後援会活動を主に）
	1,000,000
	

	福利費（社会保険、雇用保険）
	141,247
	

	臨時補助員
	39,059
	


ウ　調査結果

　　　　２人に100万円ずつ支払っていることを示す直接の資料がないが、社会保険料を支払っていることは認められるので、福利費を含め一応適正な支出と認められる。

臨時補助員39,059円については支払いを認めるに足りる資料がない。

　(6)　小括

　事務所費のうち1,008,396円、 事務費のうち24,589円、人件費のうち39,059円の合計1,072,044円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　19,770円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査旅費
	19,770
	東京都


ウ　調査結果

　　　　前宮城県知事と面談し、道州制の議論をしたものであり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　171,150円

　　ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行
	171,150
	議員４４新聞(府政)
印刷代


ウ　調査結果

　　　　全く資料がないが、平成１６年度とほぼ同額の２号分の印刷代であり、1/2に按分されているので、適正な移出と認められる。

　(3)　事務所費　1,526,749円 

　　ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	552,600
	

	光熱水費
	90,930
	

	運営費（清掃費）
	11,025
	

	　〃　（自動車維持）
	184,560
	

	　〃　（ガソリン等）
	180,634
	

	　〃　（会費等）
	507,000
	


ウ　調査結果

　　　ｲ．　賃貸料、光熱水費、清掃費は平成１６年度同様適正な支出と認められる。

43． 自動車維持費184,560円は全額目的外支出である。

ﾊ．　ガソリン等180,634円は1/4である45,159円を超える135,475円 は目的外支出である。

ﾆ．　会費等507,000円は詳細不明であるが、平成１６年度同様政経フォーラム年会費120,000円以外は、具体的な資料がなく、387,000円は目的外支出と認めざるをえない。

　

(4)　事務費　838,555円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ 使途内容 

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料等
	594,613
	

	消耗品費(ファイル、お茶他)
	243,942
	


ウ　調査結果

ｲ．　消耗品費の中には、資料によると少なくとも議会手帳、府政ノート103,430円、名刺代12,600円 が含まれているものと認められ、この116,030円は目的外支出である。

ﾛ．　その余の支出は按分されているものもあり、金額に照らし、概ね適切な支出と認められる。

　(5)　人件費　2,817,700円

ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	秘書（政務調査活動）
	1,015,000
	

	事務員（政務調査活動、後援会）
	1,015,000
	

	臨時雇用（政務調査活動、後援会）
	254,100
	

	　〃　（広報新聞配布業務）
	380,381
	

	福祉費
(社会保険,労働保険）
	153,219
	


ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様資料はない。 秘書、事務員の給与及び福祉費はおそらく適正なものと推認されるが、臨時雇用634,38１円は資料がなく、目的外支出と認めざるをえない。 

(6)　小括

　　　事務所費のうち707,035円、事務費のうち116,030円、人件費のうち634,381円の合計1,457,446円が目的外支出である。

45　議員４５
平成１６年度

　(1)　調査研究費　795,817円　

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	海外行政調査等
	98,977
	

	ガソリン代
	242,925
	

	自動車税
	52,200
	

	自動車保険　３件
	120,680
	

	車検
	115,115
	

	車修理
	1,020
	

	駐車料、通行料
	164,900
	


ウ　調査結果

海外行政調査等 98,977円は、適正と認める。ガソリン代242,925円は、1/2の按分によるべきであり、121,463円は適正であるが、121,462円は目的外支出である。自動車税52,200円、自動車保険120,680円、車検115,115円及び車修理1,020円は、資産保有を前提とした費用であり、目的外支出である。駐車料及び通行料164,900円は、本件監査基準に照らし、120,000円を限度に適正と認めるが、その余の44,900円は目的外支出である。

したがって、合計455,377円が目的外使用である。

　(2)　広報費  1,122,640円

ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	プロバイダー料等
	9,135
	

	印刷費　２件
	531,300
	

	配布料　２件
	305,550
	

	郵送料　３件
	276,655
	


　　ウ　調査結果

　　　　プロバイダー料等は適正と認める。印刷費（２件）531,300円、配布料（２件）305,550円及び郵送料（３件）276,655円は、広報内容に鑑み、7/8の按分によるべきであり、印刷費66,412円、配布料38,193円及び郵送料34,581円の合計139,186円が目的外支出である。

　(3)　事務所費  378,042円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガス代
	9,814
	

	水道代
	19,590
	

	電気代
	66,189
	

	電話代
	174,669
	

	ガレージ代
	60,000
	

	机・椅子
	44,830
	

	事務所備品等
	12,950
	

	後援会分光熱水費
	-10,000
	


ウ　調査結果

後援会分光熱水費が控除されており、いずれも適正な支出と認められる。

　(4)　事務費   468,327円

　ア　請求人の主張

　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	切手代等
	99,669
	

	コピー機リース料
	112,140
	

	コピー代
	132,221
	

	後援会コピー使用分
	-10,000
	

	国際交流協会コピー使用分
	-5,310
	２件

	コピー用紙
	9,805
	

	事務用品等（２６件）
	129,802
	


ウ　調査結果

　切手代等 99,669円は、全額適正と認める。コピー機リース料、コピー代及びコピー用紙は控除されており、適正と認める。事務用品等129,802円は、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正と認めるが、その余の9,802円は目的外支出である。

　(5)　人件費   2,946,650円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	2,550,000
	

	事務員イ
	394,250
	

	事務員ウ
	52,400
	

	後援会負担分
	-50,000
	


ウ　調査結果

　　後援会負担分も控除されており、いずれも適正な支出と認める。

(6)　小括

調査研究費のうち455,377円、広報費のうち139,186円、事務費のうち9,802円の合計604,365円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費   732,541円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	海外行政調査等
	162,395
	井真成墓碑里帰り

	ガソリン代
	258,901
	

	駐車料
	42,900
	

	通行料
	145,700
	

	自動車税　２件
	52,200
	

	自動車税還付　２件
	-47,975
	

	車検
	97,500
	

	自動車保険
	30,150
	

	自動車保険返却
	－9,230
	


ウ　調査結果

　　海外行政調査等 161,３95円は、大阪府藤井寺市出身の遣唐使の井真成の墓碑里帰りに関する中国訪問費用などであり、不適正とまではいえない。ガソリン代258,901円は、1/2の按分によるべきであり、129,451円は適正であるが、129,450円は目的外支出である。駐車料42,900円及び通行料145,700円の合計188,600円は、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正と認めるが、その余の68,600円は目的外支出である。自動車税52,200円、車検97,500円及び自動車保険30,150円は、平成１６年度同様、目的外支出である。

　　　　以上の合計377,900円が目的外支出となるが、57,205円を控除しているので、320,695円が目的外支出である。

　(2)　広報費   1,109,322円

ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	プロバイダー料
	8,820
	

	印刷費　２件
	573,300
	

	配布料　２件
	324,762
	

	郵送料　２件
	202,440
	


　

　　ウ　調査結果

　　　　平成１６年度と同様であり、プロバイダー料は適正であるが、その余は7/8の按分をすべきであり、印刷費71,662円、配布料40,595円及び郵送料25,305円の合計137,562円が目的外支出である。

　(3)　事務所費   518,725円

ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガス代
	9,127
	

	水道代
	19,590
	

	電気代
	73,074
	

	電話代
	176,020
	

	ガレージ代
	60,000
	

	什器備品　
	173,757
	

	事務所備品等　
	7,157
	


　　

ウ　調査結果

平成１６年度と同様、適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　365,078円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピー機リース料
	112,140
	

	コピー代
	79,780
	

	コピー用紙
	11,150
	

	同窓会コピー使用代金
	-21,750
	

	電話料等
	67,633
	

	ハガキ代
	14,000
	

	切手代
	4,560
	

	郵送料（２件）
	1,320
	

	振込料（７件）
	2,415
	

	事務用品（２０件）
	86,584
	

	お茶等（５件）
	7,246
	


ウ　調査結果

　電話料等67,633円は適正と認める。コピー機リース料、コピー代及びコピー用紙は、控除もされているので適正と認める。その他は適正である。

　(5)　人件費   3,077,200円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	2,600,000
	

	事務員イ
	351,200
	

	事務員ウ
	126,000
	


ウ　調査結果

　　平成１６年度同様適正な支出と認められる。

小括

調査研究費のうち320,695円、広報費のうち137,562円の合計458,257円が目的外支出である。

46　議員４６


　平成１６年度

　(1)　調査研究費　 1,027,700円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費
	598,791
	燃料代

	調査研究費
	431,903
	タクシー代等


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容1,030,694円のうち収支報告書には1,027,700円を計上している。

　　　ｲ.　燃料代598,791円は、本件監査基準により1/2を超える299,395円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他のタクシー代等431,903円は詳細不明であり、本件監査基準により12万円を超える311,903円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　目的外支出は611,298円であるが、1,030,694円と1,027,700円の差額2,994円を控除し、608,304円が目的外支出である。

　

(2)　広報費  411,080円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政報告資料
	486,780
	資料作成費

	　
	443,300
	通信費（送料）


ウ　調査結果

　　　ｲ.　府政報告資料は「さわやかな風」を発行しており、領収証もあり、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　通信費（送料）は郵便局で現金払いで支出したと述べ、410,600円は領収証があるが、その余の32,700円は領収証がなく、32,700円の支出を認めるのは困難である。

　　　ﾊ.  目的外支出は32,700円であるが930,080円 と411,080円の差額519,000円を控除し、目的外支出は０円である。

　(3)　事務所費  1,694,310円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃（１２ヶ月分）
	840,000
	　

	電話代一式
	717,207
	　

	電気代
	97,080
	　

	ＮＨＫ受信料
	32,280
	　

	汲み取り料（６回）
	30,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　7台分の駐車スペースの土地のうち4台分の土地を月額4万円で賃貸し、地上にプレハブを建て、残り3台分の駐車場代3万円と合わせて、7万円を支払っている。プレハブの敷地分48万円は適正な支出であるが、駐車場については、本件監査基準により、1/2に按分し、18万円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　電話は固定電話5回線、携帯電話2回線を使用し、1月から12月の期間で計算しており、固定電話は364,172円の1/2を超える182,086円、携帯電話は372,347円の1/4を超える279,260円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その余はいずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　目的外支出は641,346円であるが、1,716,567円と1,694,310円の差額22,257円を控除し目的外支出は619,089円である。

　

(4)　事務費  207,500円

ア　請求人の主張

　　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	文具品等一式
	207,500
	　


ウ　調査結果

　　　　文具等一式と記載しながら、自動車に関連する支出2件131,000円が含まれており、本件監査基準により目的外支出である。その余は金額に照らし不適切とまでは言えない。

　(5)　人件費   1,055,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員　　（８３，０００／月）
	996,000
	　

	アルバイト（６．２０　３名・７．０３　３名）
	59,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務員については、ほとんどボランティアとのことであり、支給実績が認められない。

　　　ﾛ.　アルバイトも支払いを証するものがない。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち608,304円、事務所費のうち619,089円、事務費のうち131,000円、人件費1,055,000円の合計2,413,393円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費   1,488,649円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究費
	534,667
	燃料代

	調査研究費
	102,250
	タクシー代

	調査研究費
	31,400
	駐車場代

	調査研究費
	96,910
	高速料金

	調査研究費
	723,422
	その他


ウ　調査結果

　　　ｲ.　燃料代534,667円については平成16年度と同様1/2を超える267,333円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　タクシー代、駐車場代、高速料金の合計230,560円は本件監査基準により12万円を超える110,560円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他のうち687,884円は車両購入費及び自動車経費で本件基準により目的外支出である。その余の35,538円は詳細不明であり、関連が認められない。

　(2)　広報費  215,700円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政報告資料
	295,515
	資料作成費


ウ　調査結果

　　　　いずれも「さわやかな風」の発行経費として適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費   1,971,840円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃（１２ヶ月分）
	840,000
	　

	電話代一式
	726,284
	　

	電気代
	60,116
	　

	ＮＨＫ受信料
	32,280
	　

	汲み取り料（６回）
	30,000
	　

	水道代
	21,198
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　家賃のうち、平成16年度と同様1/2を超える18万円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　電話代726,284円のうち、固定電話代126,905円、携帯電話代49,638円を超える549,741円は支払を証する領収証がなく、目的外支出である。固定電話代のうち1/2を超える63,452円、携帯電話代のうち1/4を超える37,228円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出は、いずれも適正と認められる。

      ﾆ.　収支報告書記載の支出1,971,840円と上記使途内容の1,709,878円の差額261,962円については目的外支出である。

　(4)　事務費  281,200円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	文具品等一式
	281,200
	　


ウ　調査結果

　　　　領収証があるものはわずかに20,180円である。その余の261,020円は詳細不明であるが、本件監査基準により12万円を超える141,020円は目的外支出である。

　(5)　人件費   1,224,000円

ア　　請求人の主張

　　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出であり、違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員　（８３，０００／月）
	996,000
	　

	アルバイト（２７名）
	228,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　ｲ.　日付不明の93,000円の領収証が1枚出されているだけで、添え書にも府政報告会の案内の地域手配分と記載されており、事務員としての給与の支払いとは認められない。

　　　ﾛ.　アルバイトの詳細不明であり、日付不明の135,000円の領収証が提出されているが、パソコン資料の整理と添え書されている。59,000円の支払いを証するものではない。

　　　ﾊ.　そこで、人件費のうち、明細は異なるが、2枚分228,000円の限度で認め、その余の996,000円は目的外支出である。

(6)　小括

　　　調査研究費のうち1,101,315円、事務所費のうち1,092,383円、事務費のうち141,020円、人件費のうち996,000円の合計3,330,718円が目的外支出である。

47　議員４７
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　190,560円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内調査活動交通費
	59,400
	タクシー代

	管内調査活動交通費
	19,300
	高速料金

	管内調査活動交通費
	51,700
	駐車場代

	府政に関する意見交換
	53,500
	白鷺公園愛護会の集い参加費等10回

	管外調査旅費
	6,060
	三重県白子高校視察・交通費

	管内調査活動に係る経費
	600
	大阪歴史博物館入場料


ウ　調査結果

　　　　管内調査活動交通費として、一括計上されたタクシー代・高速料金・駐車場代は行き先、目的等詳細が不明のため、本件監査基準に照らして合算額が年間12万円の限度で適正な支出と認め、これを超える10,400円は目的外支出と認める。「府政に関する意見交換」は、各会合に参加し参加者と話しをするといった程度のもので、府政のどのような事項についてどのような調査研究を行ったのかの説明がなく、目的外支出と認める。管内調査活動に係る経費は、大阪歴史博物館で教育文化常任委員会として展示を見て回って運営を研究したというものであるが、政務調査における調査研究はもう少し高度な調査研究であり、博物館の展示を見て回っただけでは調査研究にあたらず、目的外支出と認める。管外調査旅費は民間人の校長を導入した高校に行き、現地での教育成果や課題を研究したもので、適正な支出と認める。よって、調査研究費のうち、合計64,500円が目的外支出であると認める。

　(2)　広報費　251,136円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	郵便料金
	66,620
	

	切手代
	9,060
	

	名刺印刷費
	49,245
	

	印刷インク代等
	108,711
	

	議会手帳
	17,500
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌として、「議会レポート」を年4回発行している。B4版両面印刷で1枚もの。後援会活動はなく、記事は議会報告である。自分のところで輪転機を回して印刷しているので、印刷費の計上が少ない。上記支出中、名刺印刷費49,245円及び議会手帳17,500円は、目的外支出と認められる。その他の支出は適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,148,710円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,033,800
	

	光熱費
	114,910
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は民間の賃貸で、後援会活動はしていない。適正な支出と認められる。

　(4)　事務費2,564,220円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料　事務機器
	607,320
	

	リース料　自動車
	516,600
	

	車両保険料
	66,180
	

	通信費　電話・ファックス
	189,128
	

	通信費　携帯電話
	640,233
	

	通信費　
	26,039
	

	ＮHK受信料
	11,160
	

	事務用品費
	32,577
	

	事務所消耗品
	62,537
	

	ガソリン代
	62,960
	

	回数券
	41,000
	

	その他
	308,486
	


ウ　調査結果

　　　　リース料(自動車)は、本件監査基準に照らし1/2を超える258,300円を目的外支出と認める。携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超えた480,174円は目的外支出と認める。ガソリン代は本件監査基準に照らし1/4を超える47,220円を目的外支出と認める。その他一括計上の事務費308,486円は、本件監査基準に照らし年間12万円を限度として適正な支出と認め、これを超える188,486円は目的外支出と認める。その他の支出は適正な支出と認める。

　(5)　人件費　1,200,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,200,000
	　


ウ　調査結果

　　事務員は一人で、その者の給与である。資料の整理、街頭広報活動の補助等をしており、後援会事務所を兼ねていないことから、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、64,500円、広報費のうち、66,745円、事務費のうち、974,180円の合計1,105,425円が目的外支出である。

　平成１7年度

　(1)　調査研究費　284,570円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内調査活動交通費
	61,990
	タクシー代

	管内調査活動交通費
	16,800
	高速料金

	管内調査活動交通費
	53,200
	駐車場代

	府政に関する意見交換
	42,500
	白鷺公園愛護会の集い参加費等6回

	管外調査旅費
	28,500
	国会議員との政策懇談交通費

	管外調査旅費
	28,300
	都議会議員との政策懇談交通費

	管外調査旅費
	16,500
	文化事業視察(吹奏楽演奏会)入館料

	管内調査活動に係る経費
	300
	文化施設視察(府立近つ飛鳥博物館)
入館料

	管外調査旅費
	26,480
	国会議員との政策懇談(東京)交通費

	管内調査活動に係る経費
	10,000
	伝統文化芸能視察　


ウ　調査結果

　　　　管内調査活動交通費として、一括計上されたタクシー代・高速料金・駐車場代は行き先、目的等詳細が不明のため、本件監査基準に照らして合算額が年間12万円の限度で適正な支出と認め、これを超える11,990円は目的外支出と認める。「府政に関する意見交換」は、前年と同様の理由で目的外支出と認める。管外調査旅費(3件)として、国会議員及び都議会議員との政策懇談会のための東京までの旅費が計上されているが、府政に関する政務調査のための政策懇談である旨の説明がなく、目的外支出と認めざるをえない。また、管外調査旅費として文化事業視察交通費が上がっているが、演奏者である友人から誘われて、友人の勤める大学のコンサートを聞きに行ったもので、主に私的な上京であり、目的外支出と認められる。管内調査活動に係る経費(2件)として、飛鳥博物館と公演会の入場料が計上されているが、調査研究とはいえず目的外支出と認められる。よって、調査研究費のうち、合計164,570円が目的外支出であると認める。

　(2)　広報費　334,465円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府会レポート印刷費等
	265,490
	

	カラー名刺印刷費
	52,750
	

	名刺印刷費
	16,225
	


ウ　調査結果

　　　　カラー名刺印刷費及び名刺印刷費合計68,975円は、目的外支出と認められる。その他の支出は適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,468,797円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,033,200
	

	駐車場賃料
	186,680
	

	光熱費
	100,917
	

	事務所電気工事費
	148,000
	


ウ　調査結果

　　　　駐車場は来客専用ではなく、兼用のため按分が必要であり、1/2を超えた93,340円は目的外支出と認める。その他の支出は適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　2,235,673円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料　事務機器
	607,320
	

	リース料　自動車
	516,600
	

	車両保険料
	68,250
	

	通信費　電話・ファックス
	157,977
	

	通信費　携帯電話
	467,192
	

	通信費　NTTｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ
	25,915
	

	ＮHK受信料
	16,740
	

	通信費　郵便代
	940
	

	事務用品費
	45,498
	

	事務所消耗品
	57,150
	

	ガソリン代
	64,067
	

	回数券
	77,000
	

	その他
	131,024
	


ウ　調査結果

　　　　リース料(自動車)は、本件監査基準に照らし1/2を超える258,300円を目的外支出と認める。車両保険料は目的外支出である。携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超えた350,394円は目的外支出と認める。ガソリン代は1/4を超えた48,050円を目的外支出と認める。回数券は調査研究費で１２万円を認めているので目的外支出である。その他一括計上の事務費131,024円は、本件監査基準に照らし年間12万円を限度として適正な支出と認め、これを超える11,024円は目的外支出と認める。その他の支出は適正な支出と認める。

　(5)　人件費　1,200,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,200,000
	　


ウ　調査結果

　　前年度と変化なく、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、164,570円、広報費のうち、68,975円、事務所費のうち、93,340円、事務費のうち、813,018円の合計1,139,903円が目的外支出である。

48　議員４８
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　41,495円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	8,170
	東京都視察研究

	管外調査旅費
	6,825
	国会、都議会、視察

	管外調査旅費
	26,500
	都庁視察、懇談会


ウ　調査結果

　　　　都の視察は防災センター、国会、都議会は議員と面談し、資料をもらったもの、都庁視察は都営住宅の視察でいずれも適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　766,239円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政相談経費、府政報告会、街頭演説等経費
	386,870
	交通費

	府政相談経費、府政報告会、街頭演説等経費
	123,500
	議員４８レポート　コピー印刷

	府政相談経費、府政報告会、街頭演説等経費
	256,249
	ガソリン代


ウ　調査結果

　　　   上記使途内容は766,619円であるが、収支報告書では766,239円を計上している。

ｲ.　交通費の386,870円は詳細不明であるので、120,000円を超える266,870円は目的外支出である

　　　ﾛ.　ガソリン代256,249円は1/2を超える128,124円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　議員４８レポート印刷代は適正な支出と認められる。

ﾆ.  目的外支出は394,994円であるが、766,619円と766,239円の差額380円を控除し、394,614円を目的外支出と認める。

　(3)　事務所費　3,125,505円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,116,000
	　

	車両リース
	1,192,680
	　

	事務所看板作成費
	26,250
	　

	駐車料
	121,000
	　

	光熱水費
	121,310
	　

	電話代
	386,475
	　

	車両整備代
	12,390
	　

	コピー機トナー代
	108,900
	　


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容は3,085,005円である。

　ｲ.　事務所賃料1,116,000円は毎月の賃料の領収証があり、適正な支出である。

　　　ﾛ.　車輌リース1,192,680円は2台リースしており、1/2を超える596,340円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　事務所看板作成費26,250円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　駐車料121,000円は来客用ではなく、目的外支出である。

　　　ﾎ.　車輌整備代12,390円は目的外支出である。

　　　ﾍ.　トナー代は適正な支出である。

　　　ﾄ.　その他は認める。

ﾁ.　3,125,505円と3,085,005円の差額40,500円は何に使われたか不明であり、目的外支出である。

　(4)　事務費　1,194,163円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（携帯電話料等）
	358,792
	　

	インターネットプロバイダー料他
	44,373
	　

	事務用品等
	819,568
	　

	携帯電話器購入
	11,550
	　


ウ　調査結果

　　　   上記使途内容は1,234,283円であるが、収支報告書には1,194,163円を計上している。

ｲ.　通信費(電話料)合計358,792円は按分(1/2)すべきであり、179,396円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　携帯電話買い替え11,550円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その余の支出は適正と認める。

　　ﾆ.  　目的外支出は190,946円であるが、1,234,283円と1,199,163円の差額40,120円を差し引き、150,826円を目的以外支出と認める。

　(5)　人件費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(6)　小括

　広報費のうち394,614円、事務所費のうち796,480円、事務費のうち150,826円の合計1,341,920円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　444,808円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	38,200
	○○付属小学校、○○大学工学部

	政経セミナー参加費
	30,000
	○○政経セミナーへの参加

	府政調査報告関係費
	125,800
	交通費

	管外調査旅費
	28,500
	都議会議員との懇談会(公明党都本部)

	管外調査旅費
	120,145
	国会議員意見交換(交通・宿泊費)

	管外調査旅費
	46,494
	○○区議会、○○附属小学校

	管外調査旅費
	6,490
	政策打合せ交通費

	管外調査旅費
	26,580
	東京企業(EL関係調査)

	管外調査旅費
	12,800
	国会議員打合せ

	海外視察関係事務
	7,996
	携帯電話料(借上料)

	海外視察関係事務
	1,800
	リムジンバス


ウ　調査結果

　　　　　上記使途内容は444,805円であるが、収支報告書は444,808円を計上している。

ｲ.　○○政経セミナーへの参加費30,000円は領収証によると選挙に関係するセミナーであり、目的外支出と認められる。

　　　ﾛ.　交通費125,800円は120,000円を超える5,800円が目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他はいずれも適正と認められる。

ﾆ.　 444,808円と444,805円の差額３円は目的外支出と認める。

ﾎ.　目的外支出は35,803円である。 

　(2)　広報費　810,785円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	府政相談経費、府政報告会、街頭演説等経費
	277,330
	府庁交通費等

	府政相談経費、府政報告会、街頭演説等経費
	292,838
	ガソリン代

	府政相談経費、府政報告会、街頭演説等経費
	120,000
	議員４８レポートコピー印刷

	府政相談経費、府政報告会、街頭演説等経費
	78,560
	議員４８レポートハガキ版印刷

	府政相談経費、府政報告会、街頭演説等経費
	21,000
	宣伝広告料

	府政相談経費、府政報告会、街頭演説等経費
	20,000
	○○と前に進む会　経費

	府政相談経費、府政報告会、街頭演説等経費
	5,000
	○○市更生保護推進協議会参加費


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容は814,728円であり、収支報告書には810,785円を計上している。　

　　ｲ.　交通費277,330円は詳細不明であり、調査研究費で120,000円を使っているので、全額目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代292,838円は1/2を超える146,419円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　産経新聞への宣伝広告料21,000円は関連性が不明であり、○○と進む会20,000円は領収証から選挙に関する会費であり、目的外支出である。

　　　ﾆ.　○○市更生保護推進協議会参加費は広報費とは言えないが、調査研究費として適正な支出である。

　　　ﾎ.　その他は適正な支出と認められる。

ﾍ.   目的外支出は、464,749円であるが、814,728円と810,785円の差額3,943円を控除し、460,806円を目的外支出と認める。

　(3)　事務所費　2,862,290円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	876,000
	　

	車両リース料
	1,020,680
	　

	駐車料
	143,000
	　

	光熱水費
	75,316
	　

	電話代
	　410,737
	

	インターネットプロバイダー料
	20,748
	　

	携帯電話料
	315,789
	　


ウ　調査結果

    　 上記使途内容は2,862,270円であるが、収支報告書には2,862,290円を計上している。 　　

1. 車両リース料1,020,680円は平成16年度と同様1/2を超える510,340円は目的外支出である。

2. 携帯電話料315,789円は按分(1/2)すべきであり、157,894円は目的外支出である。

3. 2,862,290円と2,862,270円の差額20円は目的外支出である。

4. 目的外支出は668,254円である。

　(4)　事務費　828,564円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品(用紙、パソコンインク代)他
	779,139
	　

	タクシー代
	94,060
	　

	○○市更生保護設立協議会参加
	5,000
	　


ウ　調査結果

　　　　上記使途内容は878,199円であるが、収支報告書には828,564円を計上している。

ｲ.　タクシー代94,060円は既に調査研究費で120,000円に達しているので全額目的外支出である。

ﾛ.  協議会5,000円は広報費にも計上されており、目的外支出である。

ﾊ.　その他の支出は適正と認められる。　

ﾆ.　目的外支出の額は、99,060円であるが、事務費878,199円中828,564円を計上しているので、目的外支出は、49,425円である。

　(5)　人件費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(6)　小括

　　　調査研究費のうち35,803円、広報費のうち460,806円、事務所費のうち668,254円、事務費のうち49,425円の合計1,214,288円が目的外支出である。

49　議員４９
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　618,290円

ア　請求人の主張

　　議員の日常生活と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究交通費
	600,000
	　１ヶ月５万円定額

	調査旅費
	18,290
	　


ウ　調査結果

　　　　調査研究及び調査旅費の詳細が不明であるため、本件基準により12万円を超える498,290円は目的外支出である。

　(2)　広報費  2,621,962円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報活動資料
	48,600
	府政ノート

	広報紙発行経費
	357,170
	広報紙発送代

	　　〃
	355,107
	　　〃

	　　〃
	69,000
	　　〃　　（封筒）

	　　〃
	107,100
	　　〃　　（　〃　）

	　　〃
	38,172
	　　〃　　（封筒詰作業）

	　　〃
	37,914
	　　〃　　（　〃　）

	　　〃
	795,900
	広報紙印刷代

	　　〃
	158,812
	　　〃　　配布費（振込料含）

	　　〃
	164,062
	　　〃　　　　〃　（　〃　）

	　　〃
	790,125
	　　〃　　印刷代

	　　〃
	2,921,962
	上記小計

	自由民主党府議団より
会派記事掲載広報委託料
	-300,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　府政ノート48,600円は市の職員に配布しているとのことであるが、本件基準により目的外支出である。

　　　ﾛ.　広報紙「私たちの議会」は年2回、1回8ページで約7万部発行しており、その発行経費はいずれも適正な支出である。

　(3)　事務所費  600,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	600,000
	１ヶ月５万円定額


ウ　調査結果

　　　　3階建建物の2階176.85平方メートルを1ヵ月24万円で賃借し、2/3を会計事務所が使用し、1/3を政務・後援会事務所で兼用している。従って、1/3を按分し、1/6が政務調査部分として適正であるから、48万円を超える12万円は目的外支出である。

　(4)　事務費   814,091円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電話・コピー関係・光熱水費
	600,000
	1ヵ月5万円定額

	切手・文具等購入代
	24,440
	　

	　〃　　　　　　　　〃
	8,300
	　

	　〃　　文具　　　〃
	10,200
	　

	　〃　　　〃　　　　〃
	22,060
	　

	　〃　　　〃　　　　〃
	4,560
	　

	　〃　　　〃　　　　〃
	34,080
	　

	　〃　　　〃　　　　〃
	11,000
	　

	　〃　　　　　　　　〃
	24,000
	　

	　〃　　文具　　　〃
	24,965
	　

	　〃　　　〃　　　　〃
	7,531
	　

	　〃　　　〃　　　　〃
	28,615
	　

	　〃　　　〃　　　　〃
	14,340
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　電話は後援会と兼用であるから333,051円の1/2である166,525円、コピー関係、光熱水費は会計事務所と共用しているから、1,680,046円の1/6である280,007円の合計446,532円が適正な支出であり、153,468円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　その余の切手、文具等は1/2に按分されており、適正な支出と認められる。

　(5)　人件費  1,244,400円

　ア　請求人の主張

　　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員　
	1,124,400
	　

	上記交通費（月額10,000円）
	120,000
	　


ウ　調査結果

　　　　政務調査補助として1名を時給1,100円で雇用しており、通勤費の一部として１ヶ月1万円を支給している。領収証もあり、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　調査研究費のうち498,290円、広報費のうち48,600円、事務所費のうち12万円、事務費のうち153,468円の合計820,358円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費   615,350円

ア　請求人の主張

　　議員の日常生活と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出

を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査研究交通費
	600,000
	1ヵ月５万円定額

	調査旅費
	14,800
	　

	調査資料送料
	550
	　


ウ　調査結果

　　　　いずれもすべて詳細不明であるので、本件基準により12万円を超える495,350円が目的外支出である。

　(2)　広報費  2,526,191円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	356,317
	広報紙発送代

	　　〃
	353,210
	　　〃

	　　〃
	69,300
	　　〃　　（封筒）

	　　〃
	63,000
	　　〃　　（　〃　）

	　　〃
	37,185
	　　〃　　（封筒詰作業）

	　　〃
	37,650
	　　〃　　（　〃　）

	　　〃
	784,875
	広報紙印刷代（振込料含）

	　　〃
	164,062
	　　〃　　配布費（振込料含）

	　　〃
	795,900
	　　〃　　印刷代

	　　〃
	164,692
	　　〃　　配布費（振込料含）

	　　〃
	2,826,191
	上記小計

	自由民主党府議団より
会派記事掲載広報委託料
	-300,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様、いずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費  600,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	600,000
	１ヶ月５万円定額　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様1/6を超える12万円は目的外支出である。

　(4)　事務費   849,426円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電話、コピー関係、光熱水費
	600,000
	1ヵ月5万円定額

	　〃　（封筒）購入代　
	89,250
	　

	切手・文具　購入代
	34,539
	　

	　〃　文具購入代資料郵送代
	77,057
	　

	切手　購入代
	28,960
	　

	　〃　　文具　購入代
	19,620
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様、電話代259,592円の1/2である129,796円、コピー関係及び光熱水費1,473,018円の1/6である245,503円の合計375,299円が適正な支出であるから、224,701円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その余の支出はいずれも按分されており、適正と認められる。

　(5)　人件費   1,002,400円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員　
	882,400
	　

	上記交通費（月額10,000円）
	120,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出であると認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち495,350円、事務所費のうち12万円、事務費のうち224,701円の合計840,051円が目的外支出である。

